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1.  平成21年3月期第1四半期の連結業績（平成20年4月1日～平成20年6月30日） 

 

(2) 連結財政状態 

  

(1) 連結経営成績（累計） （％表示は対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 四半期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

21年3月期第1四半期 7,133 ― 469 ― 636 ― 336 ―

20年3月期第1四半期 7,639 △6.9 849 △11.4 1,008 14.4 563 13.2

1株当たり四半期純利益
潜在株式調整後1株当たり四半期純利

益

円 銭 円 銭

21年3月期第1四半期 4.65 ―

20年3月期第1四半期 7.64 ―

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産

百万円 百万円 ％ 円 銭

21年3月期第1四半期 49,486 22,445 45.3 312.54
20年3月期 47,844 22,327 46.6 305.32

（参考） 自己資本   21年3月期第1四半期  22,422百万円 20年3月期  22,303百万円

2.  配当の状況 

（注）配当予想の当四半期における修正の有無  無  
 

1株当たり配当金

（基準日） 第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 年間

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

20年3月期 ― 4.00 ― 4.00 8.00
21年3月期 ― ――― ――― ――― ―――

21年3月期（予想） ――― 2.50 ― 2.50 5.00

3.  平成21年3月期の連結業績予想（平成20年4月1日～平成21年3月31日） 
（％表示は通期は対前期、第2四半期連結累計期間は対前年同四半期増減率）

（注）連結業績予想数値の当四半期における修正の有無  無  
 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期純

利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期連結累計期間 18,100 ― 1,700 ― 1,600 ― 950 ― 13.00
通期 36,700 △1.3 3,500 △3.9 3,300 △7.3 2,000 △4.8 27.38

4.  その他 
(1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）  無  

(2) 簡便な会計処理及び四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用  有  

（注）詳細は、P4【定性的情報・財務諸表等】4.その他をご覧下さい。  

(3) 四半期連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更（四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更に記載されるもの） 

（注）詳細は、P4【定性的情報・財務諸表等】4.その他をご覧下さい。  

(4) 発行済株式数（普通株式） 

（業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項） 
・当連結会計年度より「四半期財務諸表に関する会計基準」（平成19年3月14日 企業会計基準第12号）及び「四半期財務諸表に関する会計基準の適用指針」（平成19年
3月14日 企業会計基準適用指針第14号）を適用しております。 
また、「四半期連結財務諸表規則」に従い四半期連結財務諸表を作成しております。 
・本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであり、実際の業績は今後様々な要因によ
り予想数値と異なる場合があります。なお、上記予想に関する事項は、P3【定性的情報・財務諸表等】3.連結業績予想に関する定性的情報をご覧下さい。  

新規 ― 社 （社名 ） 除外 ― 社 （社名 ）

① 会計基準等の改正に伴う変更 有

② ①以外の変更 有

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 21年3月期第1四半期  74,058,168株 20年3月期  74,058,168株

② 期末自己株式数 21年3月期第1四半期  2,317,038株 20年3月期  1,008,119株

③ 期中平均株式数（四半期連結累計期間） 21年3月期第1四半期  72,311,941株 20年3月期第1四半期  73,782,191株
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【定性的情報・財務諸表等】 

１.連結経営成績に関する定性的情報 

   当第１四半期におけるわが国経済は、エネルギー・原材料価格の高騰による企業収益の圧迫や、サブプライムロー

ン問題による世界的な金融市場の混乱等の影響を受け、景気の減速感が増してきました。 

   このような状況のなか、当社の主力の工作機械部門においては、北米では航空機、エネルギー関連業界向けへの販

売が、またアジアでは自動車関連業界向けへの販売が順調に推移しましたが、欧州で調整局面を迎えたことや、国内

での一般機械、自動車業界向けへの販売が低迷したことにより、当初の予想を下回りました。 

   水道メーターについては、官公庁向けの販売は、期初のため受注活動が中心となっており、また民需向けの販売は

原材料価格の高騰に伴い選別受注を行っていますが、売上高は前年同期とほぼ横ばいで推移しています。 

   この結果、当第１四半期の売上高は 71 億 3千 3百万円、経常利益は売上高の減少や工場操業度の低下などが影響し

6億 3 千 6百万円となりました。 

 

２.連結財政状態に関する定性的情報 

   資産の部は494億 8千 6百万円となり、前連結会計年度末と比較して16億 4千 2百万円の増加となりました。また、

負債の部は、270 億 4 千 1百万円となり、前連結会計年度末と比較して 15 億 2千 4 百万円の増加となりました。これ

は主に、「リース取引に関する会計基準」(企業会計基準委員会 平成 5年 6月 17 日 最終改正平成 19 年 3 月 30 日 企

業会計基準第 13 号)及び「リース取引に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準委員会 平成 6年 1月 18 日 最終

改正平成 19 年 3 月 30 日 企業会計基準適用指針第 16 号)を当第 1四半期会計期間から早期に適用し、所有権移転外

ファイナンス・リース取引については、リース取引開始日が適用初年度開始前のものも含めて、通常の賃貸借取引に

係る方法に準じた会計処理から通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理に変更したため、リース資産が 11 億 7

千 6百万円、リース債務が 11 億 7 千 9百万円それぞれ計上されたことなどによるものであります。 

   純資産の部は 224 億 4 千 5 百万円となり、前連結会計年度末と比較して 1億 1 千 7 百万円の増加となりました。こ

れは主に、当四半期純利益の計上により 3億 3 千 6 百万円増加し、配当金の支払いにより 2億 9 千 2 百万円減少した

ことなどによるものであります。 

 

３.連結業績予想に関する定性的情報 

   今後の見通しとしましては、エネルギー・原材料価格の高騰による企業収益の圧迫など景気の不安材料はあるもの

の、グローバルな観点から工作機械の需要は高水準を維持するものと予想されます。 

   平成 20 年 5月 15 日発表の通期の業績予想に変更はありません。 
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４.その他 

(1)期中における重要な子会社の異動(連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動) 

  該当事項はありません。 

(2)簡便な会計処理及び四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用 

 (簡便な会計処理) 

 ・棚卸資産の評価方法 

   当第１四半期連結会計期間末の棚卸高の算出に関しては、実地棚卸を省略し、前連結会計年度末の実地棚卸高を基

礎として合理的な方法により算定する方法によっております。 

   また、棚卸資産の簿価切下げに関しては、収益性の低下が明らかなものについてのみ正味売却価額を見積り、簿価

切下げを行う方法によっております。 

(特有の会計処理) 

 ・税金費用の計算 

   当連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益

に当該見積実効税率を乗じて計算する方法を採用しております。 

(3)四半期連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更 

 (会計処理の変更) 

 ・当連結会計年度より「四半期財務諸表に関する会計基準」(平成 19 年 3 月 14 日 企業会計基準第 12 号)及び「四半期

財務諸表に関する会計基準の適用指針」(平成 19 年 3 月 14 日 企業会計基準適用指針第 14 号)を適用しております。

また、「四半期連結財務諸表規則」に従い四半期連結財務諸表を作成しております。 

 ・「リース取引に関する会計基準」(企業会計基準委員会 平成 5年 6 月 17 日 最終改正平成 19 年 3月 30 日 企業会計

基準第 13 号)及び「リース取引に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準委員会 平成 6年 1 月 18 日 最終改正

平成 19 年 3月 30 日 企業会計基準適用指針第 16 号)を当第 1四半期会計期間から早期に適用し、所有権移転外ファ

イナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理から通常の売買取引に係る方法に

準じた会計処理に変更し、リース資産として計上しております。 

  リース資産の減価償却の方法はリース期間を耐用年数とし、残存価額ゼロとして算定する方法によっております。 

  また、リース取引開始日が適用初年度開始前の所有権移転外ファイナンス・リース取引については、期首に前連結会

計年度における未経過リース料期末残高相当額を取得価額として取得したものとしてリース資産を計上する方法に

よっております。 

  なお、これによる損益に与える影響はありません。 

 ・当連結会計年度の第１四半期連結会計期間から、「棚卸資産の評価に関する会計基準」(企業会計基準委員会 平成 18

年 7月 5日 企業会計基準第 9号)を適用し、評価基準については、原価法から原価法(収益性の低下による簿価切下

げの方法)に変更しております。この結果、従来の方法によった場合に比べて、税金等調整前四半期純利益が 11 百万

円減少しております。 

 (追加情報) 

 ・提出会社は、役員の退職金の支給に充てるため、内規に基づく要支給額を役員退職慰労引当金に計上しておりました

が、平成 20 年 5月 15 日開催の取締役会において役員退職慰労金制度の廃止を決議し、平成 20 年 6月 27 日開催の定

時株主総会において、取締役、監査役の退任時に平成 20 年 6月 27 日までの在任期間を対象とした退職金を打ち切り

支給することを決議しました。 

   これに伴い、平成 20 年 6 月 27 日までの期間に対応する役員退職慰労金相当額 56 百万円を固定負債の「その他」

に含めて計上しております。 
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５.四半期連結財務諸表 

(1)四半期連結貸借対照表 

 （単位：百万円） 

当第 1四半期連結会計期間末 
前連結会計年度末に係る 

要約連結貸借対照表 

（平成 20 年 6 月 30 日） （平成 20 年 3 月 31 日） 
科目 

金額 構成比 金額 構成比

（資産の部） %  %

Ⅰ流動資産  

現金及び預金 ５,３５５  ４,９９７

受取手形及び売掛金 ９,０８９  １０,７９３

商品及び製品 ４,８９１  ４,１３６

仕掛品 ４,９１１  ４,３１３

原材料及び貯蔵品 ５６  ４５

その他 ７２３  ７３２

貸倒引当金 △１４  △１０

流動資産合計 ２５,０１３ 50.5  ２５,００８ 52.3

Ⅱ固定資産  

有形固定資産  

土地 １５,４３１ １５,４２７ 

その他 ５,２６６ ２０,６９７ 41.8 ４,２１１ １９,６３８ 41.0

無形固定資産 １４９ 0.3  ７１ 0.2

投資その他の資産  

投資有価証券 ３,３２７ ２,８６２ 

その他 ３２２ ２８６ 

貸倒引当金 △２４ ３,６２６ 7.4 △２３ ３,１２５ 6.5

固定資産合計 ２４,４７３ 49.5  ２２,８３６ 47.7

資産合計 ４９,４８６ 100.0  ４７,８４４ 100.0
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 （単位：百万円） 

当第 1四半期連結会計期間末 
前連結会計年度末に係る 

要約連結貸借対照表 

（平成 20 年 6 月 30 日） （平成 20 年 3 月 31 日） 
科目 

金額 構成比 金額 構成比

（負債の部） %  %

Ⅰ流動負債  

支払手形及び買掛金 ８,８８３  ８,７６８

短期借入金 ３,８３５  ３,５００

未払法人税等 ２９０  ４０６

賞与引当金 １４８  ４４０

役員賞与引当金 －  ４６

製品保証引当金 １１５  １１９

その他 １,９１３  １,１４７

流動負債合計 １５,１８５ 30.7  １４,４２８ 30.1

Ⅱ固定負債  

長期借入金 １,５８７  １,７７７

再評価に係る繰延税金負債 ６,００７  ６,００７

退職給付引当金 ３,１２０  ３,１６８

役員退職慰労引当金 ４９  １１４

その他 １,０９１  ２０

固定負債合計 １１,８５６ 23.9  １１,０８８ 23.2

負債合計 ２７,０４１ 54.6  ２５,５１６ 53.3

（純資産の部）  

Ⅰ株主資本  

資本金 ５,７８２  ５,７８２

資本剰余金 ９５５  ９５５

利益剰余金 ７,１６５  ７,１２１

自己株式 △５２２  △２２７

株主資本合計 １３,３７９ 27.0  １３,６３１ 28.5

Ⅱ評価・換算差額等  

その他有価証券評価差額金 ８６６  ５５６

繰延ヘッジ損益 △７  △１０

土地再評価差額金 ８,２７８  ８,２７８

為替換算調整勘定 △９４  △１５３

評価・換算差額等合計 ９,０４２ 18.3  ８,６７２ 18.1

Ⅲ少数株主持分 ２２ 0.1  ２３ 0.1

純資産合計 ２２,４４５ 45.4  ２２,３２７ 46.7

負債純資産合計 ４９,４８６ 100.0  ４７,８４４ 100.0
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(2)四半期連結損益計算書 

  (第１四半期連結累計期間) 

 （単位：百万円） 

当第 1四半期連結累計期間 

(自平成20年4月 1日  

至平成20年6月30日) 
科目 

金額 百分比

 %

Ⅰ売上高 ７,１３３ 100.0

Ⅱ売上原価 ５,２０８ 73.0

売上総利益 １,９２５ 27.0

Ⅲ販売費及び一般管理費 １,４５５ 20.4

営業利益 ４６９ 6.6

Ⅳ営業外収益 

受取利息 ３

受取配当金 ３３

為替差益 １６０

その他 ２ １９９ 2.8

Ⅴ営業外費用 

支払利息 ２２

その他 １０ ３２ 0.5

経常利益 ６３６ 8.9

Ⅵ特別利益 

有形固定資産売却益 １ 0.0

Ⅶ特別損失 

たな卸資産評価損 １１

有形固定資産処分損 ５ １６ 0.2

税金等調整前四半期純利益 ６２１ 8.7

法人税等 ２８５ 4.0

少数株主利益 △０ △0.0

四半期純利益 ３３６ 4.7



 －７－

ＯＫＫ(6205) 平成 21 年 3月期 第 1四半期決算短信 

 

当連結会計年度より「四半期財務諸表に関する会計基準」(平成 19 年 3月 14 日 企業会計基準第 12 号)及び「四半期

財務諸表に関する会計基準の適用指針」(平成 19 年 3月 14 日 企業会計基準適用指針第 14 号)を適用しております。ま

た、「四半期連結財務諸表規則」に従い四半期連結財務諸表を作成しております。 

 

(3)継続企業の前提に関する注記 

  当第 1四半期連結累計期間（自平成 20 年 4 月 1日 至平成 20 年 6 月 30 日） 

   該当事項はありません。 

 

(4)セグメント情報 

  (事業の種類別セグメント情報) 

   当第 1四半期連結累計期間（自平成 20 年 4月 1 日 至平成 20 年 6月 30 日） （単位：百万円） 

 工作機械 水道ﾒｰﾀｰ その他 計 消去又は全社 連結 

売上高  

(1)外部顧客に対する売上高 ６,４８８ ３０５ ３４０ ７,１３３ － ７,１３３

(2)セグメント間の内部売上高  

  又は振替高 － － － － － －

計 ６,４８８ ３０５ ３４０ ７,１３３ － ７,１３３

営業利益 ５１４ △４２ ３０ ５０２ (３３) ４６９

 

  (所在地別セグメント情報) 

   当第 1四半期連結累計期間（自平成 20 年 4月 1 日 至平成 20 年 6月 30 日） （単位：百万円） 

 日本 米国 計 消去又は全社 連結 

売上高      

(1)外部顧客に対する売上高 ５,５６０ １,５７３ ７,１３３ － ７,１３３

(2)セグメント間の内部売上高      

  又は振替高 １,４０９ ０ １,４１０ (１,４１０) －

計 ６,９６９ １,５７４ ８,５４３ (１,４１０) ７,１３３

営業利益 ３９２ ５５ ４４７ ２１  ４６９

 

  (海外売上高) 

   当第 1四半期連結累計期間（自平成 20 年 4月 1 日 至平成 20 年 6月 30 日） （単位：百万円） 

 北米 アジア その他の地域 計 

Ⅰ海外売上高 １,５７５ ６６４ ７９４ ３,０３４ 

Ⅱ連結売上高    ７,１３３ 

Ⅲ連結売上高に占める海外     

売上高の割合(％) ２２.１ ９.３ １１.１ ４２.５ 

 

(5)株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記 

  該当事項はありません。 
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【参考資料】 

  要約四半期連結損益計算書 

 （単位：百万円） 

前第 1四半期連結累計期間 

(自平成19年4月 1日  

至平成19年6月30日) 
科目 

金額 百分比

 %

Ⅰ売上高 ７,６３９ 100.0

Ⅱ売上原価 ５,３５３ 70.1

売上総利益 ２,２８５ 29.9

Ⅲ販売費及び一般管理費 １,４３５ 18.8

営業利益 ８４９ 11.1

Ⅳ営業外収益 １９７ 2.6

Ⅴ営業外費用 ３８ 0.5

経常利益 １,００８ 13.2

Ⅵ特別損失 ４ 0.1

税金等調整前四半期純利益 １,００４ 13.1

税金費用 ４３９ 5.7

少数株主利益 ０ 0.0

四半期純利益 ５６３ 7.4

 


